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研究成果の概要（和文）：分散PDSの一種であるPLRを用いてヘルスケアデータの本人による管理運用を実現し、
その社会受容性や個人の行動変容等の効果について調査研究した。第1に、PLRの本体にデータの作成・編集・閲
覧の機能を加えた統合アプリPersonaryに具体的なオントロジーを設定することによって個別のユースケース(介
護、フレイルチェック、ロコモーションシンドローム防止、乳がんの治療)に対応する個人用アプリを実現して
その使い勝手を検討した。第2に、そのようなアプリやサービスの社会受容性等に関するアンケート等の調査を
行ない、その結果を分析した。

研究成果の概要（英文）：We have made it possible for individuals to manage and utilize their own 
healthcare data using PLR (personal life repository), a sort of decentralized PDS (personal data 
store), and investigated its social receptivity and potential effects such as individuals' behavior 
changes. First, we have developed personal apps for specific use cases (elderly care, frailty check,
 locomotion-syndrome prevention, and mastocarcinoma treatment) by deploying corresponding ontologies
 in Personary, an integrated PLR app supporting data creation, edition, and browsing in addition to 
PLR basic functionalities. Second, we have done investigations, including questionnaires, about 
social receptivity, among others, of such apps and services, and analyzed the results.

研究分野：医療情報学, サービス科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

パーソナルデータの公正で安全な社会的共
有による産業や文化の発展を図るには、個人
(または代理人)が本人のデータを自ら蓄積・
管理・利用しつつ他者に開示して自らのメリ
ットを高めることを可能にする、特定の事業
者に依存しない安価・安全・簡便な仕組が必
要である。 

２．研究の目的 

既存の地域医療連携システム等の集中型サ
ービスをそのような仕組の一種である PLR
と連携させてパーソナルデータの本人管理
によりデータを本人の意思で自由に利用可
能にすることで、ヘルスケア等において価値
の高いサービスを実現し現場で運用する。そ
れらのサービスをデータに基づいて評価し、
パーソナルデータの本人管理およびそれに
基づくサービスの社会受容性を高め普及さ
せるための条件を明らかにする。 

３．研究の方法 

(1) 宮崎市でイベントを開催し、自律分散協
調的な健康管理について理解を促した。会合
は合計 3回に及び、各回に講演やワークショ
ップを行なった。最初の 2回は宮崎市の保健
所で開催し、パーソナルデータの本人管理や
地域医療連携に関する講演、およびそれを題
材としたワークショップを行なった。3 回目
は、宮崎大学教育文化学部の同窓会である木
犀会の創立記念イベントにおいてフレイル
に関する講演会を行ない、木犀会が PLR を
用いたフレイル予防のイベントを支援する
方法について協議した。 

(2) 甲府市と鳥取市の介護施設(ヴィレッタ甲
府とデイハウスじゅんぷう)に PLRに基づく
介護記録アプリを導入し、各施設での日常業
務に供した。さらに、各施設 1人ずつの利用
者に関して、遠隔地に住む家族にもアプリを
使ってもらい、家族が介護記録のデータにほ
ぼリアルタイムにアクセスしたり、同じアプ
リを用いて施設に質問や連携事項を送った
りできるようにし、その様子を観察した。 

(3) 宮崎大学医学部附属病院が運用する宮崎
地域での医療連携サービスである「はにわネ
ット」のサーバに API を設け、PLR アプリ
によってこの API を操作することにより患
者自身の個人端末に本人の医療データを取
得し、患者自身が PLR のアプリで本人の医
療データを閲覧できるようにした。さらにそ
の仕組みを NTT エレクトロニクス社のクラ
ウド型電子カルテシステムであるモバカル
ネットにも適用して、モバカルネットのデー
タを患者が手もとに置いて活用できるよう
にし、これによって介護施設と診療所の顧客
である個人が両者のデータを手もとで統合
することを可能にした。 

(4) PLR と連携する問診アプリ、およびフレ
イルチェックのためのオントロジー(データ
のスキーマ)を開発し、同アプリによって各個
人がスマートフォン等によりフレイルチェ
ックの記録を取れるようにした。このアプリ
はオントロジーを自由に入れ換えることが
でき、フレイルチェック以外にもさまざまな
問診やアンケートに利用できる。また、この
アプリで作成したデータを PLR により本人
同意に基づいて収集することが可能である。 

(5) 宮崎大学医学部の帖佐教授が主導するロ
コモーションシンドローム予防イベントの
データを記録・閲覧するための PLR アプリ
を開発し、木犀会の会員が自らデータを作
成・管理し会員や家族とデータを共有してコ
ミュニティで健康管理をするための準備を
整えた。平成 30 年度の実運用ための協議を
進めている。 

(6) 横浜市立大学医学部附属病院と連携して、
乳がんの診療において患者と医療者が情報
共有するための PLR アプリを開発し、平成
30年度に試験運用を行なう計画を策定した。 

(7) 日米独の 3 国において、医療・健康情報
を中心とする個人情報の提供に関する寛容
度と不安に関するインターネットによるア
ンケート調査を行なった。調査は各国で 20
～60 歳の男女に対し、10 歳刻み、男女同数
の 10 セルでのクォーターサンプリングを行
い、それぞれ 1,550サンプル、合計 4,650サ
ンプルを回収した。 

(8) [1]医療健康情報の提供に際する意識・不
安、[2]一般的に自分の個人情報を提供する場
合の許容度、許容条件、[3]第三者提供に対し
て同意する条件、[4]プライバシの侵害につい
ての不安、等を明らかにするために、首都圏
の 40歳以上 79歳以下の男女を対象に、無作
為抽出留置法による質問票調査を実施した。 

４．研究成果 

(1) 宮崎市でのイベントを通じて、地域のい
ろいろな事情がわかってきた。個人情報の扱
い(個人が本人の情報の開示を受ける権利を
有することなど)に関して自治体の担当者等
があまり理解していないことはなるべく早
期に改善すべき問題である。 

(2) PLR 介護記録アプリによって被介護者の
データを被介護者の家族と共有することは、
家族にとって高い価値があり得ることがわ
かった。ただし、それが十分高い価値を持ち
継続的に活用されるためには、家族がもっと
積極的に何らかの役割を担えるようなサー
ビスの設計が必要と考えられる。 

(3) 医療情報システムとPLRとの連携および
今回開発したいくつかの PLR アプリはまだ
現場での試験運用に至っていない。しかし、
共通のミドルウェアである PLR 本体とそれ
に付随するアプリケーション用ライブラリ



が高い汎用を持っており、さまざまなユース
ケースをサポートする具体的なアプリとサ
ービスがオントロジーの設定によって容易
に実現できることが jd 実例を通じて明らか
になった。 

(4) 3 国のアンケート調査のデータを分析し
た結果、自らの健康・医療情報を他者に提供
する際に「適切な同意取得」と「適切な情報
の取扱方法」がいずれの国でも重視されるこ
と、医療分野にかかわるサービス・アプリを
利用する場合にインターネットや端末を使
いこなす自信がない、端末の操作が面倒、セ
キュリティとプライバシの不安がある人の
比率が日本で最も高いのに対して米国とド
イツでは専門家に直接会って診察や指導を
受けたいという人の比率が高いこと等がわ
かった。 

(5) 質問票調査の結果、[1] 60代以上ではサイ
ト情報の利用者は 50%にとどまり、ネットを
介した医療健康情報のやり取りが十分に行
なわれる状況ではないこと、[2]医療健康情報
の情報源はネットよりテレビや直接対人交
流が中心であること、[3]医療健康情報に関し、
「売買される」ことに 90%以上が抵抗感を持
つこと、[4]医療情報のネットを介したやり取
りに約半数がプライバシに関する不安を持
つこと、情報の第三者提供に同意する人は条
件付きでも 55%にとどまること、等が明らか
らなった。 
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